
参考２ 
 
【関連条文】 

 

 

目 次 

 

 

◎行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号）・・・・・・・・2 

 

◎独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九号）・・・・・4 

 

◎個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）・・・・・・・・・・・・・・・・・6 

※個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律の一部を改正する法律案（平成 27年閣法 34号）による改正後の条文 

 

◎行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）・・・・・・・・・・8 

 

◎独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）・・・・・・・9 

 

◎統計法（平成十九年法律第五十三号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

 

○統計法施行令（平成二十年政令第三百三十四号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

 

○統計法施行規則（平成二十年総務省令第百四十五号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

 

 

（注） 

１ 規定中、法令番号は「…」として省略している。 

２ 統計法施行規則の一部については、読替え後の規定を掲載している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 
 



参考２ 
 
◎行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号） 

 

（目的） 

第一条  この法律は、行政機関において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ、行政機関にお

ける個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑な運営を図りつ

つ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第二条  （略） 

２ この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合するこ

とができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

３～５ （略） 

（利用及び提供の制限） 

第八条  行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら

利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用

目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人

情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利

利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合で

あって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する

場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度

で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあると

き。 

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供す

るとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提

供することについて特別の理由のあるとき。 

３・４ （略） 

（保有個人情報の開示義務）  

第十四条 行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げ

る情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、

当該保有個人情報を開示しなければならない。  

一 開示請求者（第十二条第二項の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人が本人に代わ

って開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第三号、次条第二項並びに第二十

三条第一項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報  

二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別

することができるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別する
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ことができることとなるものを含む。）又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな

いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されてい

る情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法…第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法…第二条第二項に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員

及び職員、地方公務員法…第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員

をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報

のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

三 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この

号において「法人等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に

関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

開示することが必要であると認められる情報を除く。 

イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの 

ロ 行政機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は

個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当

該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

四 開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわ

れるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認

めることにつき相当の理由がある情報  

五 開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と

秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情

報  

六 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、

検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当

に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの  

七 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情

報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするお

それ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 
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ホ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

 

 

◎独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九号） 

 

（目的） 

第一条  この法律は、独立行政法人等において個人情報の利用が拡大していることにかんがみ、独立行

政法人等における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、独立行政法人等の事務

及び事業の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第二条 （略） 

２ この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合するこ

とができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

３～５ （略） 

（利用及び提供の制限） 

第九条  独立行政法人等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自

ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、独立行政法人等は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利

用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個

人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権

利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二  独立行政法人等が法令の定める業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合

であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

三  行政機関（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（…以下「行政機関個人情報保護法」

という。）第二条第一項に規定する行政機関をいう。以下同じ。）、他の独立行政法人等、地方公

共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受け

る者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当

該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供す

るとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提

供することについて特別の理由のあるとき。 

３・４ （略） 

（保有個人情報の開示義務）  

第十四条 独立行政法人等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、

当該保有個人情報を開示しなければならない。  

一 開示請求者（第十二条第二項の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人が本人に代わ
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って開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第三号、次条第二項並びに第二十

三条第一項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報  

二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別

することができるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別する

ことができることとなるものを含む。）又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな

いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されてい

る情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法…第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法第二条第二項 に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員

及び職員、地方公務員法…第二条 に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職

員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情

報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

三 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この

号において「法人等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に

関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

開示することが必要であると認められる情報を除く。 

イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの 

ロ 独立行政法人等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人

等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付するこ

とが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

四 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、

検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当

に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの  

五 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情

報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国

若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ 

ロ 犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするお

それ 

ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 
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ホ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ヘ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

 

 

◎個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号） 

 

※個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律の一部を改正する法律案（平成 27年閣法 34号）による改正後の条文（改正部分は下線部） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに鑑み、

個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に

関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情

報を取り扱う事業者の順守すべき義務等を定めることにより、個人情報の 適正かつ効果的な活用が新

たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他

の個人情報の有用性 に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれ

かに該当するもの をいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁的方

式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式をいう。次項

第二号において同じ。）で作られる記録をいう。第十八条第二項において同じ。）に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）

をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合する

ことができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

２～８ （略） 

９ この法律において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該各号に定

める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に

関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにしたものをいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること（当該

一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えること

を含む。）。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除するこ

と（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換え

ることを含む。）。 

10 （略） 

（匿名加工情報の作成等） 
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第三十六条 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報（匿名加工情報データベース等を構成するものに限

る。以下同じ。）を作成するときは、特定の個人を識別すること及びその作成に用いる個人情報を復

元することができないようにするために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従

い、当該個人情報を加工しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報から削除した

記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行った加工の方法に関する情報の漏えいを防止す

るために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、これらの情報の安全管理の

ための措置を講じなければならない。 

３ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、個人情報保護委員会規則で定めるところ

により、当該匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表しなければならない。 

４ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供するときは、個

人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含ま

れる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、

当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。 

５ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たっては、

当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該匿名加工情報を他

の情報と照合してはならない。 

６ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、当該匿名加工情報の安全管理のために必

要かつ適切な措置、当該匿名加工情報の作成その他の取扱いに関する苦情の処理その他の当該匿名加

工情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよ

う努めなければならない。 

（匿名加工情報の提供） 

第三十七条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報（自ら個人情報を加工して作成したものを除く。

以下この節において同じ。）を第三者に提供するときは、個人情報保護委員会規則で定めるところに

より、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提

供の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報であ

る旨を明示しなければならない。 

（識別行為の禁止） 

第三十八条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿名加工情報の

作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から削除された記述等若しく

は個人識別符号若しくは第三十六条第一項の規定により行われた加工の方法に関する情報を取得し、

又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

（安全管理措置等） 

第三十九条  匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、匿名

加工情報の取扱いに関する苦情の処理その他の匿名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要な

措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 
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参考２ 
 
◎行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号） 

 

（行政文書の開示義務） 

第五条  行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報

（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該

行政文書を開示しなければならない。 

一  個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と

照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ  法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 

ロ  人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報 

ハ  当該個人が公務員等（国家公務員法…第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法…第二条第二項第二条第四項 に規定する 特定独立行政法人行政執行法人 の役員及び職員を除

く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（…以下「独立行

政法人等情報公開法」という。）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）

の役員及び職員、地方公務員法…第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独

立行政法人法…第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員

をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報

のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

二  法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法

人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げる

もの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報を除く。 

イ  公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの 

ロ  行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は

個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付することが当該

情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

三  公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわ

れるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認め

ることにつき相当の理由がある情報 

四  公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と

秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

五  国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、

検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当

に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

六  国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情
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報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ  監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするお

それ 

ロ  契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ハ  調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ニ  人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ホ  独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

 

 

◎独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号） 

 

（法人文書の開示義務） 

第五条  独立行政法人等は、開示請求があったときは、開示請求に係る法人文書に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当

該法人文書を開示しなければならない。 

一  個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と

照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ  法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 

ロ  人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報 

ハ  当該個人が公務員等（国家公務員法…第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法 第二条第二項第二条第四項 に規定する 特定独立行政法人行政執行法人 の役員及び職員を除

く。）、独立行政法人等の役員及び職員、地方公務員法…第二条に規定する地方公務員並びに地

方独立行政法人（地方独立行政法人法…第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下

同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報

であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

二  法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法

人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げる

もの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報を除く。 

イ  公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの 

ロ  独立行政法人等の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人

等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すること
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が当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

三  国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、

検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当

に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

四  国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情

報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ  国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国

若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ 

ロ  犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

ハ  監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするお

それ 

ニ  契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政

法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ホ  調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ヘ  人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ト  独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その

企業経営上の正当な利益を害するおそれ 
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◎統計法（平成十九年法律第五十三号） 

 

（匿名データの作成） 

第三十五条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行った統計調査に係る調査票情報を加工し

て、匿名データを作成することができる。 

２ 行政機関の長は、前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするときは、あ

らかじめ、統計委員会の意見を聴かなければならない。 

（匿名データの提供） 

第三十六条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術研究の発展に資すると認める場合その他の

総務省令で定める場合には、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに応じ、前条第一項の

規定により作成した匿名データを提供することができる。 

（事務の委託） 

第三十七条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行った統計調査に係る調査票情報に関し第

三十四条又は前条の規定に基づき行う事務の全部を委託するときは、その業務の内容その他の事情を

勘案して政令で定める独立行政法人等に委託しなければならない。 

（手数料）  

第三十八条 第三十四条の規定により行政機関の長に委託をする者又は第三十六条の規定により行政機

関の長が作成した匿名データの提供を受ける者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を国（前

条の規定による委託を受けた独立行政法人等（以下この条において「受託独立行政法人等」という。）

が第三十四条又は第三十六条の規定に基づき行う事務の全部を行う場合にあっては、当該受託独立行

政法人等）に納めなければならない。  

２ 前項の規定により受託独立行政法人等に納められた手数料は、当該受託独立行政法人等の収入とす

る。  

３ 第三十四条の規定により届出独立行政法人等に委託をする者又は第三十六条の規定により届出独立

行政法人等が作成した匿名データの提供を受ける者は、実費を勘案して、かつ、第一項の手数料の額

を参酌して届出独立行政法人等が定める額の手数料を当該届出独立行政法人等に納めなければなら

ない。  

４ 届出独立行政法人等は、前項の規定による手数料の額の定めを一般の閲覧に供しなければならない。 

 

 

○統計法施行令（平成二十年政令第三百三十四号） 

 

（手数料の額等）  

第十三条 （略） 

２ 法第三十六条の規定により行政機関の長が作成した匿名データの提供を受ける者が法第三十八条第

一項の規定により納付すべき手数料の額は、次の各号に掲げる額の合計額とする。  

一 請求一件につき千八百五十円  

二 統計調査の期日又は期間及び調査票情報の種類を勘案して行政機関の長によってまとめられた

匿名データの集合物の一につき八千五百円  

三 匿名データの提供に関する次のイからハまでに掲げる方法の区分に応じ、それぞれイからハまで
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に定める額 

イ 前項第二号ロのフレキシブルディスクカートリッジに複写したものの交付 一枚につき五十円 

ロ 前項第二号ハの光ディスクに複写したものの交付 一枚につき百円 

ハ 前項第二号ニの光ディスクに複写したものの交付 一枚につき百二十円 

四 匿名データの送付に要する費用（当該送付を求める場合に限る。）  

３ （略） 

 

 

○統計法施行規則（平成二十年総務省令第百四十五号） 

 

（匿名データの提供を行うことができる場合） 

第十五条 法第三十六条の総務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 学術研究の発展に資すると認められる場合であって、次に掲げる要件のすべてに該当すると認め

られる場合 

イ 匿名データを統計の作成等にのみ用いること。 

ロ 匿名データを学術研究の用に供することを直接の目的とすること。 

ハ 匿名データを用いて行った学術研究の成果が公表されること。 

ニ 匿名データを適正に管理するために必要な措置が講じられていること。 

二 高等教育の発展に資すると認められる場合であって、次に掲げる要件のすべてに該当すると認め

られる場合 

イ 前号イ及びニに掲げる要件に該当すること。 

ロ 匿名データを学校教育法第一条 に規定する大学又は高等専門学校における教育の用に供する

ことを直接の目的とすること。 

ハ 匿名データを用いて行った教育内容が公表されること。 

三 国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に資すると認められる場

合であって、次に掲げる要件のすべてに該当すると認められる場合 

イ 匿名データを国際比較を行う上で必要な統計の作成等にのみ用いること。 

ロ 提供依頼申出者（法第三十六条の規定により行政機関の長又は届出独立行政法人等に匿名デー

タの提供を依頼しようとする者をいう。以下この号及び第十六条において準用する第十一条から

第十三条までにおいて同じ。）が、我が国が加盟している国際機関であること又は次に掲げる要

件のすべてに該当する者であること。 

（１）イに規定する統計の作成等は、国際比較を行う上で必要な統計又は統計的研究の成果を公的

機関、外国政府等（外国政府又は国際機関その他これらに準ずるものをいう。以下同じ。）又

はこれらを用いて学術研究若しくは高等教育を行う者に対して提供すること（以下「国際比資

料３－１較統計等の提供」という。）を目的とするものであること。 

（２）二以上の外国政府等からイに規定する統計の作成等に必要な調査票情報（これに類する情報

を含み、匿名データと比較できるものに限る。）の提供を受けているか又は受ける見込みが確

実であると認められ、かつ、公的機関若しくは一以上の外国政府等から職員の派遣、資金の提

供若しくは建物その他の施設の提供等の支援を受けているか又は受ける見込みが確実であると

認められること。 
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参考２ 
 

ハ 次に掲げる提供依頼申出者の区分に応じ、それぞれ次に定める内容が公表されること。 

（１）我が国が加盟している国際機関 匿名データを用いて行った国際比較の結果 

（２）我が国が加盟している国際機関以外の者 匿名データを用いて行った国際比較統計等の提供の

状況 

ニ 第一号ニに掲げる要件に該当すること。 

（匿名データの提供に係る手続等） 

〔第十六条において読み替えて準用する〕第十一条 提供依頼申出者は、次に掲げる事項を記載した書

類（以下「提供依頼申出書」という。）に、当該行政機関の長又は届出独立行政法人等（これらの者

が法第三十七条の規定により令第十二条に規定する独立行政法人等に事務の全部を委託するときは、

当該独立行政法人等。以下第十六条において準用するこの条から第十三条までにおいて同じ。）が当

該匿名データの提供に係る事務処理のために必要と認める資料を添付して、当該行政機関の長又は届

出独立行政法人等に提出することにより、依頼の申出をするものとする。 

一 提供依頼申出者（提供依頼申出者が法人その他の団体で代表者又は管理人の定めがあるもの（以

下第十六条において準用するこの項及び次項において「法人等」という。）であるときは、その代

表者又は管理人）の氏名、生年月日及び住所 

二 提供依頼申出者が法人等であるときは、当該法人等の名称及び住所 

三 代理人によって申出をするときは、当該代理人の氏名、生年月日及び住所 

四 匿名データの名称、年次その他の当該匿名データを特定するために必要な事項 

五 匿名データの使用場所及び管理方法 

六 匿名データの利用目的 

七 第十六条において準用する前各号に掲げるもののほか、第十五条各号に掲げる要件に該当するこ

とを確認するために必要な事項その他総務大臣が告示で定める事項 

２ 提供依頼申出者は、第十六条において準用する前項に規定する申出をするときは、行政機関の長又

は届出独立行政法人等に対し、次に掲げる書類を提示し、又は提出するものとする。 

一 提供依頼申出書及びこれに添付すべき資料（以下「提供依頼申出書等」という。）に記載されて

いる提供依頼申出者（提供依頼申出者が法人等であるときは、その代表者又は管理人）及び提供依

頼申出者の代理人の氏名、生年月日及び住所と同一の氏名、生年月日及び住所が記載されている運

転免許証、健康保険の被保険者証、住民基本台帳法…第三十条の四十四第一項に規定する住民基本

台帳カード、出入国管理及び難民認定法…第十九条の三に規定する在留カード、日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法…第七条第一項に規定する特

別永住者証明書で申出の日において有効なものその他これらの者が本人であることを確認するに

足りる書類 

二 提供依頼申出者が法人等であるときは、提供依頼申出書等に記載されている当該法人等の名称及

び住所並びに代表者又は管理人の氏名と同一の名称及び住所並びに氏名が記載されている登記事

項証明書又は印鑑登録証明書で申出日前六月以内に作成されたものその他その者が本人であるこ

とを確認するに足りる書類 

三 代理人によって申出をするときは、代理権を証明する書面 

３ 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、第十六条において準用する第一項の規定により提出され

た提供依頼申出書等に不備があり、又はこれらに記載すべき事項の記載が不十分であると認めるとき

は、提供依頼申出者に対して、説明を求め、又は当該提供依頼申出書等の訂正を求めることができる。 
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参考２ 
 
〔第十六条において読み替えて準用する〕第十二条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、第十六

条において準用する前条第一項の規定による申出を受けた場合において、当該申出に応じることが適

当と認めるときは、提供依頼申出者に対し、当該申出に応じて当該申出に係る匿名データの提供を行

う旨並びに当該匿名データの提供に要する手数料の額及び納付期限を通知するものとする。 

２ 第十六条において準用する前項の通知を受けた提供依頼申出者は、当該通知に係る匿名データの提

供の実施を求めるときは、納付する手数料の額及び納付方法その他必要な事項を記載した総務大臣が

告示で定める様式による依頼書に、当該通知を行った行政機関の長又は届出独立行政法人等が定める

匿名データの取扱いに関する事項（使用後にとるべき措置に関する事項を含む。）を遵守する旨記載

した書面その他当該行政機関の長又は届出独立行政法人等が必要と認める書類を添付して、当該行政

機関の長又は届出独立行政法人等に提出するものとする。 

３ 第十六条において準用する前項の依頼書を提出する者は、納付期限までに手数料を納付しなければ

ならない。 

〔第十六条において読み替えて準用する〕第十三条 匿名データの提供を受けた提供依頼申出者は、当

該匿名データを用いて行った学術研究、教育又は国際比較が終了したとき（国際比較を行う場合であ

って、提供依頼申出者が国際比較統計等の提供を行う場合には、行政機関の長又は届出独立行政法人

等が定める期間を経過したとき及び終了したとき）は、遅滞なく、当該学術研究の成果、教育内容の

概要、国際比較の結果又は国際比較統計等の提供の状況その他の匿名データを利用した実績に関する

事項を記載した総務大臣が告示で定める様式による利用実績報告書を当該匿名データの提供を行っ

た行政機関の長又は届出独立行政法人等に提出するものとする。 

２ 匿名データの提供を受けた提供依頼申出者は、当該匿名データの使用が終了したときは、速やかに、

匿名データの使用後にとるべき措置をとるものとする。 

３ 匿名データの提供を受けた提供依頼申出者は、死亡その他やむを得ない理由がある場合を除き、当

該匿名データを用いて行った学術研究の成果、教育内容、国際比較の結果又は国際比較統計等の提供

の状況を公表するものとする。この場合において、国際比較統計等の提供の状況を公表するときは、

行政機関の長又は届出独立行政法人等が定める期間ごとに、公表するものとする。 

（利用実績報告書の公表） 

〔第十六条において読み替えて準用する〕第十四条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、第十六

条において準用する前条第一項の規定に基づき提出された利用実績報告書の全部又は一部をインタ

ーネットの利用その他の適切な方法により公表することができる。 
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